ローザ・ルクセンブルグ財団との交流を通して、「これからの社会主義」を考える－左翼党綱領草案の検討を通して　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　髙林正廣

Ⅰ．ローザ・ルクセンブルグ財団、左翼党について

[1] ローザ・ルクセンブルグ財団…左翼党系の政治財団で、研究や政治教育などを行っている。

[2] 左翼党について
<a>「民主社会党」（旧東ドイツの「社会主義統一党」の「後継」政党）とドイツ社会民主党左派等との統合によって結成された。　
<b>左翼党の歩み

1989.11.9　ベルリンの壁、崩壊

1989.12.16　「社会主義統一党」から、「社会主義統一・民主社会党」に改称

1990.2.4　「民主社会党」に改称

1990.10.3　東西ドイツ統一

1998.10.27　ＳＰＤ(ドイツ社会民主党)と緑の党との連立政権成立(～2005.11.22)
1999.3.11　ＳＰＤ党首ラフォンテーヌ、蔵相、党役職、議員を辞職

2003.10.26　民主社会党、新綱領発表（社会主義統一党時代を自己批判。社会民主主義的綱領を採択）
2004.3.5　「ＷＡＳＧ(Arbeit & soziale Gerechtigkeit- Die Wahlalternative、労働と社会的公正のための選挙オールタナティブ）」の前身Wahlalternativeが、最初の会合(ドイツ社会民主党左派といくつかの労働組合等)

2005.1.22　ＷＡＳＧ、政党として発足
2005.5.24　ラフォンテーヌ、ＳＰＤから離党

2005.7.17　「左翼党－民主社会党」に改称。ＷＡＳＧとの政党連合結成
2005.9.18　連邦議会選挙。５％条項突破
2007.6.17　「左翼党」結成（「左翼党－民主社会党」と、「ＷＡＳＧ」との合併）
	表１　ドイツ連邦議会　各政党の得票率（第２投票）

	
	キリスト教民主・社会同盟
	自由民主党
	ドイツ社会民主党
	同盟９０／緑の党
	民主社会党・左翼党
	投票率

	1990.12
	43.8
	11
	33.5
	1.2
	2.4
	77.8

	1994.1
	43.7
	6.9
	36.4
	7.3
	4.4
	79

	1998.9
	35.1
	6.2
	40.9
	6.7
	5.1
	82.2

	2002.9
	38.5
	7.4
	38.5
	8.6
	4
	79.1

	2005.9
	35.2
	9.8
	34.2
	8.1
	8.7
	77.7

	2009.9
	33.8
	14.6
	23
	10.7
	11.9
	70.8


Ⅱ．左翼党綱領草案の「基本的枠組み」…基本的な価値の追求（社会民主主義的「枠組み」）、３つの基本理念
[1]「民主主義、自由、平等、公正、国際主義、および連帯が、われわれの基本的な価値を構成する。これらは平和、自然保護、および解放と不可分である。われわれは、不平等と搾取と拡張と競争に依存する資本主義がこれらの目標と相容れないがゆえに、システム転換のために戦う。」

[2]「われわれの綱領は、次の３つの理念によって規定される」とし、第一の基本理念として、「自己決定的な生活と連帯の条件に、社会的に平等に参加することを通して、個々人の自由と、各人のための個性を発展させること」、第二の基本理念として、「経済と生活様式を、連帯の発展と自然保護のもとへ従属させること」、第三の基本理念として、「この二つの実現は、長期的な解放プロセスであり、そのプロセスで、資本の支配が民主的、社会的（福祉的）、エコロジーの勢力によって克服され、民主的社会主義が生まれる」
Ⅲ．自然保護、温暖化に対して　

[1] 自然保護の重視　

<a>「綱領草案」で、三つの基本理念の二番目として、自然保護を述べている。

<b>「左翼党は、ドイツとヨーロッパにおける社会的・エコロジー的改造を、党の決定的な目標であると、またすべての政策分野の本質的な横断的課題と考える。」（綱領草案）

[2]基本的な対応の仕方…質的な、選択的な成長、新しいタイプの豊かさの形成
　「21世紀は、公正な分配と、持続可能な発展、ならびに質的かつ選択的な、環境を大切にする成長の世紀にならなければならない。」（綱領草案）

　「社会的・エコロジー的改造は、新しい、環境に優しい生き方と新しいタイプの豊かさの形成を必要とする。その場合、社会保障、連帯的な人間関係、健康と余暇、教育と文化がますます重要性を持つようになるが、それは禁欲的な生活スタイルではない。」（綱領草案）

[3]対応の特徴…温暖化ガス削減についての「野心的」な目標。原子力発電・二酸化炭素の回収・貯留を利用しない。

<a>温暖化ガス削減目標について

(1)左翼党の目標－温暖化ガスを2020年までに50％削減、21世紀半ばまでに90％の削減（1990年比）

(2)ドイツ政府の目標－温暖化ガスを2020年までに40％削減、2050年までに80％の削減（1990年比）（「ドイツにおける気候変動政策」2003.10等）
(3)ＥＵの目標－2020年マイナス30％削減〈アメリカ・中国等の参加を条件〉、2050年80～95％削減。（ＥＵ理事会2007.3、欧州委員会2011.3.8）

(4)「ＩＰＣＣ報告書2007（第4次評価報告書）」
表２　世界平均気温上昇を２℃以下に抑制するための削減量（450ppmv安定化）

	
	2020年
	2050年

	世界　　　（1990年比）
	＋10％
	△40～△83.5％

	付属書Ⅰ国（1990年比）
	△25～△40％
	△80～△95％

	非付属書Ⅰ国（ベースライン比）

           　 (1990年比)
	ラテンアメリカ、中東、東アジア、中央計画アジアで、かなりの削減
△１０～△３０%
	すべての地域で、かなりの削減

　－


＊気温上昇をどの程度に抑えるべきか、その温度に抑制するには、温室効果ガスをどの程度削減すればいいかは、科学的に明確になっているわけではない。ＥＵによれば、温室効果ガスを450ppmvに安定化した場合、2℃未満に抑制できる確率は50％、400ppmvの場合、約66～90％だとしている（『The ２℃ Target』）

＊ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）…温暖化に関する世界の諸研究を整理・評価した報告書を発表している国際的機関。

<b>原子力発電、二酸化炭素貯留について

(1)「2℃以下を達成するシナリオ」についての諸研究（「ＩＰＣＣ報告書2007」で取り上げられている）では、原子力発電や二酸化炭素貯留の利用を前提としている。

(2)ＥＵの、原子力発電、二酸化炭素貯留についての考え方
①「原子力発電に頼るかどうかは、各国が決定すべきこと」（欧州委員会2007.1）

②「環境面で安全な炭素回収・貯留を、温暖化対策に含める」（ＥＵ理事会2007.3）

(3)原子力発電に関するドイツにおける動き

2002.4　シュレーダー政権、原子力発電所を新設せず、2022年頃までに段階的に閉鎖（「原子力法改正」）

2010.12.8　メルケル政権、原子力発電所の寿命を平均12年間延長（「原子力法改正」）

2011.6.6　2022年末までに原子力発電所の閉鎖（閣僚会議）
＊電源別発電電力量（08年、電気事業連合会「原子力・エネルギー」）
ドイツ　石炭46.1％、石油 1.5％、天然ガス13.9%、原子力23.5％、水力3.3％、その他11.8％

日本　　石炭26.8％、石油13.0％、天然ガス26.3%、原子力24.0%、水力7.1％、その他2.8％　
[4] 交流での我々からの質問－「『原子力発電』や『二酸化炭素の回収・貯留』を利用せずに、どのようにして目標を達成するのか」－について

<a>財団側の回答
「目標の達成には四つの分野の改善が必要である。①エネルギー産業では、エネルギー消費の削減・効率向上、原子力発電からの撤退、代替エネルギーの集中化でなく地方化、②運輸では、運輸を縮小、自動車から鉄道による輸送へ、③農業では、畜産の削減、化学肥料の削減、途上国での「代替エネルギーのための農業生産」に反対、④軍事に関しては、軍事費削減等である。」

<b>私見…先進国は、ゼロあるいはマイナス成長にすべきかどうか。もしそうだとすれば、成長を前提としないで、国民が安定した生活を送れるようにするには、どのような変革（経済政策、経済制度）が必要か。例－雇用をどう確保していくか。
(1)「ＳＰＤのハンブルグ綱領」（2007年10月）…「60億人ではなく90億人に達する人々が、現在の豊かな地域の人々が行ってきたような生産活動や消費を行う場合」、「工業社会の今日の生活様式は」「地球のエコロジー的な負荷を超えることになる」
(2)「これからの社会主義は、資源・環境・食糧等の制約条件の深化を理性的に受けとめうるようなものでなければならない、したがって社会主義が『豊かさの追求』を目的とするという従来の常識は否定されなければならず、むしろそれは「乏しさの平等」を目標とすべきだ」　大内力『新しい社会主義像の探求』P.151
(3)「『定常型社会』とは、……『（経済）成長』ということを絶対的な目標としなくとも十分な豊かさが実現されていく社会ということであり、『ゼロ成長』社会といってもよい。」（広井良典『定常型社会』）
「『定常型社会＝持続可能な福祉社会』ともいうべき社会（個人の生活保障や分配の公正が実現されつつ、それが資源・環境制約とも両立しながら長期にわたって存続していける社会）」（広井良典『グローバル定常型社会』）
＊『ＩＰＣＣ報告2007』P.206…445～535ppmv安定化の場合、世界のＧＤＰ減少率は、年0.12%以下（2050年まで）

[5]　温暖化対策では、「国際的協調」（国際的規制）ができるかどうかも大きな問題

Ⅳ．サブプライム経済危機後の金融・国際金融改革について
	表３　アメリカの経済成長率（％、unstat)

	1970年
	1971
	1972
	1973
	1974
	1975
	1976
	1977
	1978
	1979

	　　　　…
	3.5
	5.6
	5.9
	-0.5
	-0.2
	5.4
	4.7
	5.6
	3.2

	1980年
	1981
	1982
	1983
	1984
	1985
	1986
	1987
	1988
	1989

	-0.2
	2.5
	-2
	4.5
	7.2
	4.1
	3.4
	3.3
	4.1
	3.5

	1990年
	1991
	1992
	1993
	1994
	1995
	1996
	1997
	1998
	1999

	1.9
	-0.3
	3.4
	2.9
	4.1
	2.5
	3.8
	4.5
	4.4
	4.9

	2000年
	2001
	2002
	2003
	2004
	2005
	2006
	2007
	2008
	2009

	4.2
	1.1
	1.8
	2.5
	3.6
	3.1
	2.7
	2.1
	0.5
	-2.6


＊1973.10第1次オイルショック、1979.2イラン革命・第2次オイルショック、1990.8イラクのクウェート侵攻、1991.1.17～3.3湾岸戦争
[1] 左翼党の金融・国際金融改革… サブプライム経済危機を踏まえて、詳細な改革が「綱領草案」で提起されている…①金融機関の活動の規制、②私的銀行の国有化・民主的統制、③為替相場制度、国際通貨制度の変革。
<a>ⅰ.銀行の活動の規制（有価証券の自己勘定取引、デリバティブ〈金融派生商品〉への投機、オフ・バランス取引〈貸借対照表に記載されない取引〉、タックス・ヘイブンに登録されている企業・個人との取引についての規制）、ⅱ.貸付・預金金利の基準設定、ⅲ.国際的な資本流通の管理・規制、ⅳ.金融取引への課税、ⅴ.ヘッジファンドや私的エクイティ会社のような投機的投資媒体の営業活動の禁止

＊ヘッジファンド：機関投資家、投資会社、投資家から資金を集め、株式、債券、不動産、貴金属、金融商品等の取引によって、高い運用利回りを狙うファンド

＊私的エクイティ会社：公開されていない株式を取得し、キャピタル・ゲインを得ることを目的とした会社
<b>私的銀行を国有化して民主的にコントロールし、経済的に有意な投資、特に中小企業への低利での融資等を行うようにする、

<c>国際金融の制度を、現在の「変動為替相場制」・「ドル本位制」から、「協議によって定められた、一定の幅を持った固定為替相場制度（目標相場圏制度）」・「清算同盟‐新たなブレトン・ウッズ体制‐スティグリッツが国連報告で述べたような制度」＊に変革する。
＊スティグリッツの制度は、各国が預託した各国通貨をもとに、世界準備銀行が発行した国際通貨証券を、国際決済に使う制度。
[2] 国際通貨制度の歴史と資本主義の危機
<a>世界大恐慌1929年までの、「金本位制」（金現送点による、為替相場の上下限…固定為替相場制）
(1)1825年、周期的恐慌始まる。1914.7－1918.11、第1次世界大戦　
(2)金本位制の短所のひとつ…不況対策と金本位制の維持が両立できない（対内・対外均衡の同時達成が不可能）
＊不況対策（貨幣供給量増大策・利子率引下げ）→資本流出→為替相場減価→金流出→貨幣供給量縮小・利子率引き上げ策→不況　

<b>世界大恐慌（1929.10～）後、「国際金本位制」の崩壊。「通貨ブロック」の形成。近隣窮乏化政策（自国の雇用や国際収支を維持するために、平価を切り下げ、為替管理や輸入制限）。管理通貨制度（国内通貨の流通量を、正貨準備の量に制約されずに、通貨当局が政策目標に応じて管理調節する制度）の採用。
(1)「国際金本位制」崩壊の原因…諸説、諸要因有り
①第1次世界大戦後の世界経済の再生産は、アメリカからの資本輸出（ドイツ、オーストラリア、アルゼンチンなどへの）によって、成り立っていた。

②アメリカにおける株式ブームの発生（1927年）、株式恐慌（1929.10）の発生により、アメリカからの資本輸出減少

→世界経済の混乱・縮小→金兌換の維持が不可能→国際金本位制崩壊

＊アメリカの大恐慌発生の原因…消費の制約を越えた生産・投資の拡大。独占資本の蓄積の態様（価格政策、投資行動等）、耐久消費財部門の成立による景気変動への影響、アメリカの銀行資本の投機的行動等

<c>第2次世界大戦後の「ブレトン・ウッズ体制」（1945.12「協定」発効）
(1)ブレトン・ウッズ体制構築の意図…安定した為替相場制、完全雇用政策が実施できるシステム
＊1930年代の国際経済に対する反省…ブロック経済、貿易制限、為替管理、為替引下げ競争等

(2)仕組み　

①「調整可能な釘付けの平価システム（固定為替相場制の一種）」（平価の上下1％に自国通貨を維持、国際収支が基礎的不均衡におちいった場合は平価変更が可能）…為替相場の安定・切り下げ競争の防止、
②「多角的決済制度」（経常取引における為替管理の否定。通貨の交換可能性）…ブロック経済の否定
③国際収支不均衡に対し、ＩＭＦによる資金供与

＊金本位制の停止－管理通貨制度。金準備量に制約されない金融政策が可能に。
<d>「ブレトン・ウッズ体制」崩壊、「変動為替相場制」・「ドル本位制」へ
(1)年表
1971.8　ニクソン・ショック（アメリカ、金・ドル交換停止）

1971.12　スミソニアン合意（ドル切り下げ、変動幅上下2.25％に拡大）

1973.3　先進国、変動相場制へ移行

1973.10　第1次オイルショック　＊スタグフレーション

1978.4　ＩＭＦ協定第2次改正。各国はどのような為替相場を採用するかは自由とする。
1985.9　Ｇ５プラザ合意（ドル高、経常収支不均衡に対し、為替相場への協調介入、マクロ政策協調）

1987.2　Ｇ７ルーブル合意

通貨危機続発　1992.9～93.8欧州、1994.12メキシコ、1997.7アジア、1998.8ロシア、1999.1ブラジル、2001.12アルゼンチン

2008.9　サブプライム恐慌

(2)ブレトン・ウッズ体制崩壊の原因…諸説あり。山本栄治『国際通貨システム』P.127－8によれば、
①制度上の問題。「金為替本位制」－アメリカの国際収支悪化によるアメリカ以外の国のドル保有増加により、ドルと金の兌換性に対する不安の発生（信認問題）、「調整可能な固定相場制、アジャスタブル・ペッグ」（ユーロ市場を舞台にした資本移動の活発化によって通貨投機が発生し、平価変更の困難
②アメリカの財政金融政策が、基軸通貨国として不適切（1968年のインフレ政策等）。対外均衡より自国の完全雇用の確保
③国際収支黒字国が、自国通貨の平価変更に応じなかった。
＊トリフィン・ジレンマ…国際流動性の供給はアメリカの国際収支赤字によって行う。アメリカの赤字増大は、ドルに対する信認の低下
＊国際金融のトリレンマ…自由な資本移動、固定為替相場制、金融政策の独立性は、同時に成立しない。（例：自由な資本移動、固定為替相場制度で拡張的金融政策→貨幣供給量増加・金利低下→資本収支赤字→為替相場減価圧力→自国通貨買いの介入の必要〈金融収縮へ〉）
<e>現行の国際金融制度の問題点　上川孝夫他『現代国際金融論　第3版』等
(1)均衡化をもたらさない為替相場の変動…変動為替相場制には経常収支の調整能力があるとの主張があるが、現実にはなかった。ボラティリティ（短期的な乱高下）、オーバーシューティング（ファンダメンタルズの変化以上の変動）、ミスアライメント（中期的な均衡水準からの大幅な乖離）

＊左翼党秘書の話「『協議によって定められた為替相場』があれば、輸出入が容易にできるようになる。現在は変動為替相場制のため、うまく商取引ができない。為替相場は、経済力や商品の取引と無関係に動いている。」
表４　世界外国為替取引量の増大（貝塚啓明『金融市場の変貌と国家』P.7、ＩＭＦ,International Financial Statisticsなど）
	年
	世界外国為替取引量
	世界貿易量に対する倍率

	
	（10億ドル）
	　（倍）

	1977
	18.3
	3.51

	1980
	82.5
	10.96

	1983
	119
	17.95

	1986
	270
	33.92

	1989
	590
	50.68

	1992
	820
	54.52

	1995
	1190
	64.06

	1998
	1490
	70.07

	2001
	1200
	

	2004
	1880
	

	2007
	3210
	

	2010
	
	


　

(2)アメリカの資本収支赤字の累積－国際収支調整におけるアメリカの特権的地位（基軸通貨国特権）－アメリカは、経常収支が赤字でも、非アメリカ国からの対米投資によるドル還流によって、赤字解消の誘因がないという非対称性。

＊1971.8の金ドル交換停止以前は、外国が保有するドルについて、外国通貨当局からの金兌換請求という「歯止め」があった。
＊1971.8以降、外国が保有するドルが、収益を求めて世界中の金融市場で運用→サブプライム金融危機等
[3] 私見…綱領草案の改革の内容は妥当だと思われる。しかし、実現はなかなか困難ではないだろうか（国際的な協力がなければできないことが多い）。
<a>財団との質疑　

協会側「国際通貨制度改革の問題は国どうしが納得しないと改革はできないが、アメリカを納得させることができるだろうか。」
左翼党議員秘書「２つの方法がある。一つは、多国間協議、一つは各国独自の規制である。アジアでは各国が、資本の移動の制限策を実施したが、その政策は成功してきた〈1990年末のアジア金融危機後のことか〉。現実には簡単にはいかないと思うが、国連が改革を主導することが要請されている。今回の金融危機は、先進諸国に対し、これまでにない圧力をかけてきている。経済的な条件が問題なのではなく、各国の政治的な圧力がどのように大きくなっていくかが問題である。政治的圧力は、労働運動がこの問題に関わっていくことによって生みだされる。」
[4] 左翼党の議員秘書との交流で、以下のような発言が興味深かった。

<a>左翼党議員秘書「ドイツでは、輸出競争力強化のための低賃金政策・労働分配率の低下が、国内市場の狭隘化及び金融機関への資金の集中をもたらし、その資金が国内投資ではなくアメリカへの投資と向かい、金融危機が起きた。」（輸出競争力強化とサブプライム経済危機の関連についての分析）

<b>協会側「今回のサブプライム危機に対し、Ｇ20が金融規制を強化しようとしてきているが、今後の世界資本主義はどうなっていくと見通しているか。21世紀になって、アメリカでのＩＴバブルとその崩壊、今回のサブプライムのブームと崩壊があり、ブーム・バブルと崩壊を繰り返している。資本主義経済における信用は、景気変動を拡大する作用を本質的にもっているのではないか。景気刺激政策としての低利子政策が、ケインズ以来とられてきたが、その効果がなくなってきたのではないか。そして、そうした低利子政策が金融バブル・経済危機を引き起こすことになっているのではないか。今回の金融危機は、グローバル化のなかで生じたが、国際的な取引を縮小していく方向も考えるべきではないか」
秘書「資本主義は非常に生命力がある、生き延びる力がある。しかし、矛盾はさらに大きくなっていくだろう。金融規制があまり効果をもたないかもしれない。信用は麻薬である。自国の周りを中心にした方向に行くべきだ。ＥＵ内に、ＥＵ統合から一歩距離を置く傾向もある。しかし、現在の国際競争は、金融機関の自由化だけに役立っていて、競争の悪い面だけが実現しているという学者もいる。資本と同様に労働運動も柔軟に対応していくべきだ。国際的な協力が必要なことについては、地域的・大陸的に協力していく必要がある。」

＊自由貿易の問題点　①輸送の社会的費用の無視（例、輸送による温暖化ガス排出の被害額）、②農業・農村の環境便益　の無視（生物保全機能〈遺伝資源、野生生物、生態系〉、国土保全機能〈土地－土砂災害、表土浸食、地盤沈下、土中有害物質〉、水〈治水、流水、水資源〉、大気〈大気組成、気象安定〉）、③物質循環への影響の無視（農産物輸出は、有機物の移動によって、物質循環に影響等）、④幼稚産業の育成ができない等
Ⅴ．新自由主義との闘い
＊西欧社会民主党政権の歴史（第2次大戦後）
●ドイツ

……

1966.12.1－1969.10.21大連立政権　ＣＤＵ（キリスト教民主同盟）・ＣＳＵ（キリスト教社会同盟）とSPD(ドイツ社会民主党)　、クルト・ゲオルク・キージンガー首相

1969.10.21－1974.5.7（5.16）　ＳＰＤとＦＤＰ（自由民主党）、ヴィリー・ブラント首相

1974.5.16－1982.10.1　　ＳＰＤとＦＤＰ　＊ＦＤＰ1982.9.17離脱、ヘルムート・シュミット首相

1982.10.1－1998.10.27　ＣＤＵとＣＳＵとＦＤＰ、ヘルムート・コール首相

1998.10.27－2005.11.22　ＳＰＤと同盟90／緑の党、ゲアハルト・シュレーダー首相

2005.11.22－2009.10.28　ＣＤＵとＣＳＵとＳＰＤ、アンゲラ・メルケル首相

2009.10.28－　　　　　ＣＤＵとＣＳＵとＦＤＰ、アンゲラ・メルケル首相

●イギリス

1945.7.26－1951.10.26　クレメント・アトリー労働党首相

……

1964.10.16－1970.6.19　ハロルド・ウィルソン労働党首相

……

1974.3.4－1976.4.5　ハロルド・ウィルソン労働党首相

1976.4.5－1979.5.4　ジェームス・キャラハン労働党首相

……

1997.5.2－2007.6.27　トニー・ブレア労働党首相

2007.6.27－2010.5.11　ゴードン・ブラウン労働党首相

……

●フランス

……　　　　　　　　(フランス民主連合政権)
1981.5.21－1984.7.17　ピエール・モーロワ首相（社会党）：フランソワ・ミッテラン大統領（1981.5.21～

1984.7.17－1986.3.20　ローラン・ファビウス首相（社会党）

……　　　　　　　（共和国連合政権）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1988.5.10－1991.5.15　ミシェール・ロカール首相(社会党)
1991.5.15－1992.4.2　エディット・クレッソン首相（社会党）

1992.4.2－1993.3.29　ピエール・ベレゴヴォワ首相（社会党）

……　　　　　　　（共和国連合政権）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～1995.5.17）

……　　　　　　　 (共和国連合政権)　　　 　　　　　　　：ジャック・シラク大統領（1995．5.17～

1997.6.3－2002.5.6　リオネル・ジョスパン（社会党）　　　　

……              （国民運動連合政権）　　　　           　　　　　　　　　　　　　　　～2007．5.16）

……              （国民運動連合政権)　　　　　　　　　 ：サルコジ大統領（2007．5.16～             ）

●スウェーデン

1945.7－1951.10　社会民主労働党政権
1951.10－1957.10　社会民主労働党・農民同盟（現在の中央党）連立政権
1957.10－1976.10　社会民主労働党政権
……

1982.10－1991.10　社会民主労働党政権
1994.10－2006.10　社会民主労働党政権
……
[1] シュレーダー政権と新自由主義政策

<a> シュレーダー政権に対する財団研究者の評価

「非常に悲しく残念なことだが、1998年にシュレーダー政権ができて、社会民主主義的政策が実現できると期待したが、経済・軍事問題について党内で、シュレーダーとラフォンテーヌの対立が深まった。その後、ＳＰＤは新自由主義へと向かった。金融制度の自由化、軍事化・海外派兵、公的年金制度の私的年金化、失業者への就労の強制、最低賃金制度がない状況下での低賃金層の拡大、十数年来の実質賃金の低下、労働組合の地位の低下、ＥＵ内での賃金格差の増大である。赤・緑政権は、保守派政権でもできないほどの社会の改悪を行った政権だ。他のＥＵ諸国、イギリスやフランスでも同様だ。ドイツでは、低賃金化が厳格に行われ、社会的な民主主義が傷ついた。低賃金と就労の強制に反対して月曜デモが発生し、それが左翼党成長の下地になった。それまで労働組合は社会民主党の政策に同調してきたが、ＳＰＤが労働組合を重視しなくなってきた。そして、ＳＰＤや労働組合から脱党・離籍者が増加し、そのグループは、ＰＤＳ（民主社会党）とともに左翼党を構成することになった。ドイツで戦後初めて社会主義を志向する政党ができた。ＳＰＤは、シュレーダー政権の政策に一定の距離をおくようになったが、新しい社会民主主義をつくりだそうとするものではない。」
<b>サービス労組連合会役員の話

＊サービス労組連合会…運輸交通労組、市町村・州・連邦の行政機関職員、金融・保険、郵便・電信・電話、商業その他のサービス業について、組合員200万人以上を結集した組織である。

「労働分配率が、10年前の70％から63％に減少してきている。この減少は、労働協約改定闘争が弱いためではなく、経済的な制度の変更による。〈組織〉労働者の所得は悪くなっていない。2003年から新自由主義的改革・労働市場政策による、派遣労働の拡大・就労の有期化・ミニ・ジョッブなどのせいである。新規就労者の50％が有期労働である。景気が回復してきても賃金が上昇していない。輸出依存のため、低賃金政策がとられている。ドイツの国家財政支出が減少してきている。」

<c>シュレーダー政権の行った新自由主義政策…社会民主党のシュレーダー政権は1999年以降、財政赤字、高失業率、経済成長率の低迷（さらには、グローバル化、高齢化、脱工業化）といった状況に対し、「第三の道／新たな中道」と称した改革‐労働市場、税制、年金、医療などの改革‐を行った。

(1)失業対策

①シュレーダー政権以前

<ⅰ>失業給付金…失業前52週間の手取り総収入の60％（子がいる場合は67％）、支給期間（保険加入期間と年齢による）は6～32ヵ月（保険加入61ヵ月以上、57歳以上で32ヵ月）　

<ⅱ>失業扶助金…失業給付が終了した場合。扶助金額は、前記手取り総収入の53％（子がいる場合は57％）。支給延長は65歳まで可能。資力調査有り。

<ⅲ>さらに、「社会扶助」（日本での生活保護に相当）
②シュレーダー政権の改革

<ⅰ>失業給付Ⅰ（旧失業給付対象者）

<ⅱ>失業給付Ⅱ（旧失業扶助対象者、要扶助で稼働能力有り）

<ⅲ>社会扶助（要扶助で稼働能力なし）

③変更点
<ⅰ>旧「失業給付」対象者にとって

▪失業給付金の支給月数の削減…６～32ヵ月→６～18ヵ月（保険加入36ヶ月以上、55歳以上で18ヵ月）（2006.2.1施行）（ただし、2008.1.1より最長24ヵ月に改正）

▪失業期間が3ヵ月を超えると、転居を伴う職でも拒否できない（単身者）（2003.1.施行）

＊紹介された職を拒否できない場合（1998.1.1施行）

▪賃金水準について

　　　失業期間３ヵ月まで、賃金低下20％以下

　　　　　　　６ヶ月まで、賃金低下30％以下

　　　　　　　６ヵ月以降、失業給付金以上　

▪通勤時間　３時間以内、（就労時間が６時間未満の場合は、２時間半以内）

＊その後、2.5時間以内（同、2時間以内）に改正（1999.6）
<ⅱ>旧「失業扶助」対象者にとって（2005.1.1施行）

〈1〉給付額は、社会扶助と同水準に。前職の賃金水準と無関係に。

＊基準給付（単身者）359ユーロ（月額2009.7～。当時の為替レートは1ユーロ＝約130円）＊その他の給付…住居費、暖房費、社会保険料、衣服手当て（1回）、住宅家庭用製品手当て（1回）等
〈2〉資力調査がより厳格に

〈3〉原則としてあらゆる職が期待可能。期待可能な職を拒否すると、給付の削減（30％3ヵ月、60％3ヵ月）・停止　 

(2)解雇制限について　解雇制限法対象企業の縮小…従前は5人以上だったのが、2004年以降の新規採用者について、10人以下の企業を適用除外（2004.1.1施行）＊「解雇制限法」－解雇できる条件、手続き、異議申し立て等について規定

(3)非正規雇用について

①ミニジョブ（僅少雇用。就業者が税金・社会保険料を支払わなくてもよい低収入労働）の範囲を拡大
労働時間の上限（15時間）を廃止、報酬（月額）の上限を引き上げ（325→400ユーロ）。400～800ユーロについては、税金・社会保険料を段階的に負担（2003.4施行）

②有期労働　新設企業における有期労働について最長期間を4年に延長（2004.1.1）、高齢者の有期雇用の条件緩和（2001.1、2003.1施行）
③派遣労働　派遣期間の上限の延長（2001）、上限の廃止（2004.1.1施行）
④「個人創業助成金」の新設　最大3年間支給（1年目〈月額〉600ユーロ、2年目360ユーロ、3年目240ユーロ支給）（2003.1.1施行）…失業者の自営業開業促進
(4)税制について
①2000.7　所得税率の引下げ、19.9％～48.5％を段階的に15～42％へ。基礎控除額の引き上げ7235ユーロから7664ユーロへ
②付加価値税は、シュレーダー政権時の引き上げなし

③企業課税(法人税、営業税、連帯付加税)の引下げ1998、1999、2001年
(5)年金について　

年金早期支給制度の原則的廃止・年金支給開始年齢65歳に（2000）、年金給付額の削減（現役世代の平均的な可処分所得の70％から段階的に67％に。2002.1施行）、私的老齢年金導入（2002.1施行）
(6)健康保険について　患者自己負担増、年金受給者の保険料負担（2004.4.1施行）
＊上記は、シュレーダー政権時の新自由主義政策であり、当然ながら、ＣＤＵ政権時代にも、新自由主義政策が実行されている。
[2]左翼党の新自由主義に対する対応

<a>「職業資格を無視した雇用、飢餓賃金での雇用を強制されてはならない、失業給付は以前に到達していた生活水準をほぼ確保しなければならない」、「身分保障のない、不安定な、低賃金雇用に代えて、良き労働を求める」、「同一かつ同価値の労働に対する同一の報酬」、「法的最低賃金を要求する」、「賃金協約をこれまでよりも容易に一般的拘束力をもつようにしなければならない」、「解雇保護規定が改善されなければならない」

<b>雇用については、公的雇用の拡大・週労働時間の短縮

<c>ドイツは輸出型の経済構造であるが、これを崩し『内需』を復活させる必要がある

<d>税制については、高額所得者の負担の強化－高額の資産、相続財産、キャピタル・ゲイン、コンツェルンの収益に対する課税
[3]ＳＰＤと左翼党の考え方の違い

<a>ドイツ社会民主党本部（職員）の発言　
「①消費を中心にした社会ではなく、労働を中心にした社会、輸出型の産業基盤を前提とした、生産中心の社会、生産性の高い近代的な生産構造、②国民の大多数をカバーできる福祉制度、この二つの要求を社会民主党は進めていく。そうすれば、「窓際的」政党（得票率の低い政党、抗議だけの政党）である左翼党は存続できないであろう。

　消費だけ、福祉の拡大だけではだめだ。生産性を向上させなければ、福祉のための剰余は形成されない。

中間層・保守層もとりこんでいかなければ、保守政党を打ち破ることはできない。

…輸出型の経済を発展させることによって、福祉も実現できる」

＊労働市場の改革は、福祉支出の削減も当然ながら意図していた。
＊社会民主党と左翼党との大きな対立点の一つは、労働コスト削減・労働市場の流動化によって輸出競争力の強化を図っていくのか、労働条件の安定・改善及び公共支出による内需拡大を図っていくのかにあるといえるだろう。

[4]左翼党の改革は、新自由主義以前への「回帰」を目指すのか。
<a>ここで一つの論点となるのは、失業対策の改悪・非正規雇用の拡大・社会保障の削減・格差の拡大等に対し、批判し是正することが必要なのは当然だが、高齢化・グローバル化（国際的競争の激化）・脱工業化（成長産業の変化）といった現在の状況に対し、「内需拡大」といった従来からのケインズ的有効需要政策で十分か、「新自由主義以前の福祉」への「単なる回帰」をめざすのか、という点である。

<b>この点に関連する質疑

▪協会側「1970年代の経済危機当時、ドイツやイギリスでは社会民主主義政党が政権を握っていたが、その後、新自由主義的政権にとって代わられた。政権を奪われた要因、新自由主義への転換を許した要因をどう捉えるか（経済危機に対して『新自由主義に対抗しうる、左翼の側からの政策』を、当時の社会民主主義政党は提示・実行できたのか）。」
▪財団側「社会民主主義は戦後、所有関係・共同決定権・経済計画の３つをつなげようとしてきたが、1970年代にほとんど崩壊した。しかし1970年代は挫折したが、今の左翼はその三つの結合の再建を図る初期の段階にある。」
<ｃ>この点に関する資料
(1)ドイツの場合
①ズザンヌ・ミラー（ドイツ社会民主党史研究者。元党職員）『戦後ドイツ社会民主党史』
「社会民主党員は有権者大衆に対して、失業を解消し、経済的繁栄を再現するための構想を明確に伝えることができなかった。…社会民主党の敵たる同盟政党側も、世界経済不況と技術革新によって生じた諸問題に関して、何ら決定的な解決策を提示できなかった。しかしそれでもなお、選挙民やかつての社会民主党支持者の多くは。同盟政党の方が社会民主党よりも、大・中企業家の事業欲や投資意欲を刺激し、経済を活性化しうるだろうと考えた。」P.98
「シュミットは、……70年代末の問題が深刻な長期にわたる構造的世界不況であり、それゆえ有権者の経済状態の早急な改善を期待させてはならないということに、すぐには気づかなかった。遅くとも1980年の選挙闘争には、住民に対して、各部門の節約措置と社会的給付の削減が不可避であることを、知らせる必要があったと思われる。」P.105

「経済変動によって職場や収入を奪われたり脅かされた人々－そこには被用者だけでなく、自営手工業者や商工中間層、自由業、小農民も含まれていた－は、特に急増する公務従業者層、なかでも官吏層がこうした危険を免れているのを見た時、自分たちの生活状態を惨めに感じた。公務従業者の特権は、社民・自民連立政権によっていっそう拡大されてきた。そのことは住民の間に大きな憤りを呼び起こし、互いに利益を分け合う『上層部』に対して不信感をかきたてた。こうして不満がますます高まり、それは国家に対する態度にも影響を与えた。」P.103

②ＳＰＤ「ミュンヘン宣言」（1982年4月19日）
「近年、新保守主義的な強行策を解決手段にしようとする人々がいるが、国民はこうした人々に支配されないようにすべきである。彼らは他の国々では、多くの被用者を新たな貧困におとしいれた。われわれは失業や社会的没落、過度のエコロジー的弊害を防止するために、経済過程に国家が積極的に介入するよう主張する。また、労働生活の全部門で企業家的精神を鼓舞し、寄生的利潤を防止する決意である。…党は新しい職場の創出、エネルギーの節約そして労働時間の短縮をめざす。われわれは、共同決定と被用者の資産形成に向けて努力を続ける。」
(2)イギリスの場合
①「1973年労働党綱領」…4本の柱からなる経済戦略（吉瀬征輔『英国労働党』P.17）
〈ⅰ〉国家持株会社である国家企業庁を創設し、重要な産業分野に選択的に投資をして、国民経済を誘導する。
〈ⅱ〉政府と民間有力企業との間で計画化協定を結び、新規投資、製品開発、価格などに関する情報提供を受け、それに基づいて政府は全体計画を作成し、相互調整をはかる。
〈ⅲ〉北海油田や金融機関、造船部門など25社を接収する。
〈ⅳ〉産業民主主義の導入　

②「労働党1979年選挙綱領」（松永友有『イギリスにおける産業衰退と政党政治』）
〈ⅰ〉インフレ率の引下げ（独占価格の規制、所得政策等によって）

〈ⅱ〉職業訓練の提供。雇用対策も兼ねて、社会サービスの拡充

〈ⅲ〉長期休日、自発的早期退職制度、週35時間労働への漸進的移行

〈ⅳ〉主要企業と計画協定を結び、政府から企業へ資金援助
〈ⅴ〉協同組合企業の育成

〈ⅵ〉公的銀行セクターの育成

〈ⅶ〉所得税減税、課税最低水準の引き上げ、資産税の導入、各種年金の給付増額
〈ⅷ〉国内雇用を維持するため、輸入の制限

③国有化できたのは、経営不振企業・産業（自動車会社、造船会社等）。計画化協定は1社のみ。
＊不満の冬1978年～1979年…労働党政府の賃金抑制政策に対して、労働組合がイギリス全土で繰り広げた大規模ストライキ
(3)フランスの場合　葉山滉『現代フランス経済論』等

①1981.5－1982.5に実施された初期ミッテラン政権の景気浮揚政策

〈ⅰ〉「家計所得（とくに低所得層）の上昇と国有企業の誘導（設備投資と先端技術開発）によって、経済成長と雇用改善がはかられるとした政策思想」、「民間企業と高所得層とが負担増の対象」

法定最低賃金の引き上げ、社会保障給付の引き上げ、雇用・投資への援助（国有企業への資本供与と公務員の採用増等）、財源の補填と格差是正を兼ねた増税（富裕税、金融業・石油業に対する臨時増税、企業の一般経費への課税）と社会保険料引き上げ

＊工業部門12社、39銀行、2金融会社の国有化（1982.2法など）。＊国有化の目的…労働者参加、経済計画の実行、金融政策の手段提供、雇用創出、開発・生産性向上、職業訓練、下請け企業の近代化、国際競争力。
②1982年後半以降　「ミッテラン政権の政策転換」＊貿易収支赤字（その原因として物価上昇）、対外債務増に対応するため
〈ⅰ〉「成長と雇用における企業と利潤の重要性が認識された」…事業税の臨時減税、労働時間短縮の一時停止、企業主負担社会保険料の一時引上げ停止、家計の負担増政策はとられたが企業負担は免除
〈ⅱ〉物価・所得の凍結、公共支出の削減（失業保険支出、人件費と補助金の削減）
(4)社会民主主義政党の政権交代の原因…

①どんな政党でも、資源価格の暴騰、スタグフレーションという新たな性格の経済問題の発生に対し、有効な対応はできなかった？
②それまでの、ケインズ的有効需要政策依存から脱却できず、企業のコスト面の改善の重要性の認識が欠如していた？

③国有化、計画といった「社会民主主義的」「社会主義的」政策が、当時の経済状況に対し有効でなかった？

④その他？　
[5]　社会民主主義の発展？変質？、新しい福祉？
<a>ワークフェアについて
(1)ワークフェアとは、失業保険や社会扶助の領域で、給付の条件として就労を求める制度。就労を求めるにあたって、職業訓練や保育サービスの提供などの就労のための支援も含まれる。（宮本太郎「ワークフェア改革とそのための対案　　　　

新しい連携へ」等）
	表５　社会支出の内訳（ＧＤＰ比、2007年）（『世界の統計』）

	
	ドイツ
	イギリス
	スウェーデン
	日本
	アメリカ

	積極的労働市場政策
	0.7
	0.3
	1.1
	0.2
	0.1

	失業
	1.4
	0.4
	0.7
	0.3
	0.3

	社会支出
	26.2
	21.3
	27.7
	19.2
	16.5


(2－1)スウェーデンの失業保障（2008.7施行）

▪給付額　200日まで従前賃金の80％、201～300日75％、301日以降65％

▪給付期間　最長300日まで。子がいる父母は300日まで延長可能

(2－2)イギリスの失業保障

▪給付額　25歳以上の場合　65.45ポンド（週、2010.6現在）＊2009年の為替相場、1ポンド＝146.53円
▪給付期間　最長182日（26週）

＊紹介された職を拒否した場合、1～26週間の給付停止

（『海外情勢白書』2010、ＪＩＬ『データ国際労働比較』）

(3)財団の見解

▪協会側「ブレアーやシュナイダー、さらにスウェーデンの社会民主労働党も、「新自由主義以前」とは違う「福祉」・「社会民主主義」、「第三の道」を提起し、実行したといえるが、三者に共通する「『ワークフェア』についてどう考えるか」

▪財団側「全国民が安心して生活できることが、福祉の基本である。スウェーデンやデンマークでは、労働意欲が低下すると給付を減らすという政策をとっているが、左翼党は、公共部門の就労機会の拡充によって対応する。」

(4)私見　就労を促進する、職業訓練や採用企業への補助、保育サービスの提供等は、望ましい政策といえるが、失業保険給付額の引下げ、保険給付期間の短縮、不利な労働条件での就労の強制は、とるべき政策ではないだろう。

<b>「予防的福祉国家」について…生活不安が起きない対策に重点をおく。その対策としての就労

(1)ＳＰＤ「ハンブルグ綱領」

▪序章「生活上の大きなリスクを信頼できる方法で回避でき、予防的に対処する社会的国家を発展させる」　
▪７「予防を重点におく社会的国家」…就業の強制？
「予防的な社会政策は、生活を安定させる就業を促進し、教育を支援し、健康のための予防に立脚する。予防的社会政策は、人口変動に対応し、男女のより高い就業率を推進する。」「健康教育や義務的な予防検査を推進し」「老後においても、積極的で創造的に、社会生活や労働世界に参加することができなければならない。」

<c>ベーシック・インカムについて
(1)ベーシック・インカムとは…一定額の所得を、すべての人々に個人ベースで無条件に－資力調査も就労条件も課さずに－交付しようという構想（ベーシック・インカムのための欧州ネットワーク等より）
(2)ベーシック・インカム提案の意図・背景
「完全雇用を実現してそこを基盤に福祉国家を建設しようという発想そのものが転換を迫られている」（宮本太郎『ワークフェア改革とその対案　新しい連携へ』）

「完全雇用の破綻、非正規雇用の増大、リストラの横行と失業の増大などによる雇用の不安定化、家族の多様化、結婚を選択しない人たちの増加。地球環境に負荷を与えない持続可能な経済発展への転換など。この現実を直視して、『持続可能な社会保障制度』の構築を目指していかなければならない。」（小沢修司「『持続可能な福祉社会』とベーシック・インカム」）

＊提案の例　月額8万円給付だと、全人口に対し115兆円が必要。給与所得総額223兆円（2002年度）だから、約50％の単一比例課税で財源が得られる。資産課税も財源にできる。公的扶助の行政費用、社会保険の徴収費用が減少・不要になる。（小沢『同』）
<d>スウェーデンに対する評価
(1)　「スウェーデンの福祉国家をどう評価しているか」との我々の質問に対する、財団研究者の回答

「スウェーデンは従来、世界・ＥＵと比べて格差が小さい福祉国家を作ってきたが、近年変化してきている。労働意欲が低下してきて、それに対して支配層・経済界が対策を行い、市場経済を中心にした経済運営になってきた。児童の保護や生涯教育が企業側の利益にそって行われてきている。労働組合の地位が低下し、格差が拡大してきている。労働組合が、積極的に格差を是正することが必要である。」

(2)統計資料
	表６　　所得格差　「Human Development Report」 2006

	
	ドイツ
	イギリス
	スウェーデン
	日本
	アメリカ

	最富裕層10%／最貧困層10%
	6.9
	13.8
	6.2
	4.5
	15.9

	ジニ係数０～１００
	28.3
	36
	25
	24.9
	40.8

	調査年
	2000
	1999
	2000
	1993
	2000


	表７　社会支出（対ＧＤＰ比、％）　「世界の統計」

	年
	ドイツ
	イギリス
	スウェーデン
	日本

	1980
	24
	16.8
	27.2
	10.7

	1985
	24
	19.7
	29.5
	11.6

	1990
	23.3
	17.1
	30.2
	11.6

	1995
	28.3
	20.5
	32.4
	14.7

	2000
	27.9
	19.3
	29
	17.2

	2003
	28.9
	20.6
	30.7
	18.8

	2004
	28.3
	21.2
	30
	18.8

	2005
	28.4
	21.4
	29.5
	19.1

	2006
	27.2
	21.2
	28.8
	19

	2007
	26.2
	21.3
	27.7
	19.3


	表８　付加価値税率　（国会図書館「諸外国の付加価値税」2008.10）

	ドイツ
	イギリス
	スウェーデン
	日本

	1968.1.1
	10(5)％
	1973.4.1
	10%
	1969.1.1
	11.11（…）％
	1989.4.1
	3%

	1968.7.1
	11(5.5)
	1974.7.29
	8
	1971.1.1.
	17.65（…）
	1997.4.1
	5

	1978.1.1
	12(6)
	1974.11.18
	8(25)
	1977.6.1
	20.63（…）
	
	

	1979.7.1
	13(6.5)
	1976.4.12
	8(12.5)
	1980.9.8
	23.46（…）
	
	

	1983.7.1
	14(7)
	1979.6.18
	15
	1981.11.16
	21.51（…）
	
	

	1993.1.1
	15(7)
	1991.4.1
	17.5
	1983.1.1
	23.46（…）
	
	

	1998.4.1
	16(7)
	1994.4.1
	17.5(8)
	1990.7.1
	25（…）
	
	

	2007.1.1
	19(7)
	1995.1.1
	17.5(8)
	1992.1.1
	25(18)
	
	

	
	
	1997.9.1
	17.5(5)
	1993.1.1
	25(21)
	
	

	
	
	
	
	1993.7.1
	25(21,12)
	
	

	
	
	
	
	1996.7.1
	25(12,6)
	
	


注（　）内は、割増税率、軽減税率。（…）は軽減税率の数字を省略

	表９　法人税率(実効税率）　ＫＰＭＧ「世界の法人税率動向分析」

	
	ドイツ
	イギリス
	スウェーデン
	日本

	1993.1.1現在
	59.67
	33
	30
	52.4

	1994
	55.64
	33
	28
	52.4

	1995
	59
	33
	28
	51.6

	1996
	59
	33
	28
	51.6

	1997
	57.5
	31
	28
	51.6

	1998
	56.6
	31
	28
	51.6

	1999
	52.3
	31
	28
	48

	2000
	51.6
	30
	28
	42

	2001
	38.36
	30
	28
	42

	2002
	38.36
	30
	28
	42

	2003
	39.58
	30
	28
	42

	2004
	38.29
	30
	28
	42

	2005
	38.31
	30
	28
	40.69

	2006
	38.34
	30
	28
	40.69

	2007
	38.36
	30
	28
	40.69

	2008
	29.51
	28
	28
	40.69

	2009
	29.44
	28
	26.3
	40.69

	2010
	29.41
	28
	26.3
	40.69



＊日本　法人税＋法人住民税＋事業税＋地方法人特別税
	表10　人件費に占める社会保険料の割合（国会図書館「社会保険料の事業主負担」）

	
	ドイツ
	イギリス
	スウェーデン
	日本
	フランス
	アメリカ

	事業主負担
	16%
	10%
	25%
	12%
	30%
	7%

	被用者負担
	17%
	8%
	5%
	11%
	10%
	7%


Ⅵ．「生産手段の社会的所有」について

[1]「綱領草案」での生産手段の社会的所有についての考え方

<a>「左翼党は所有関係の変更のために闘う」　その理由として　
(1)貧困・搾取の克服、自由、平等、民主主義、自然保護、平和、新自由主義への対抗
(2)「生活基盤サービス、社会的インフラ、金融機関、エネルギー産業は、公共の手にゆだねられ、民主的にコントロールされなければならない。それらは私的企業の利益本位の打算によって運営されてはならない。…高利回りを追求する企業は、その供給を人々の必要にではなく、もっぱら支払い能力のある需要に合わせるからである。」
「これまでの新自由主義的な非国営化政策、私営化政策は、多くの分野で供給不足をもたらした。公共投資の停滞の克服と公的雇用の拡充は大変遅れている。ドイツのような富める国で、道路が傷み、校舎が崩れ、児童や若者たちが満足な教育を受けられず、要介護者はおろそかにされ、自治体の図書館あるいは水泳プールは資金不足から閉鎖されていることは恥ずべきことである。」（綱領草案）
<b>社会的所有（公的所有・集団的所有）に変える対象
生活基礎物資・サービス、社会的インフラ、エネルギー産業、金融機関、自然資源、構造決定的な分野、構造決定的な影響を及ぼす大企業、農業・中小企業・商業（協同組合化）
＊ただし、構造決定的な影響を及ぼす大企業に関しては、「どのような分野、企業、事業体にこの民主的な社会化が及ぶか、またどのような公的または集団的所有形態（国家及び自治体所有制、協同組合、従業員所有制）になるかは、民主的手続きのなかで決められなければならない」とし、具体的には述べていない。

＊そして、「連帯的経済秩序の下では、さまざまな所有形態が存在する。すなわち、国家、自治体、社会、個人、協同組合、その他の所有形態がそれである。」としている（私的大企業等の存在が認められるのかどうかは、明確には書かれていない）。
[2]いわゆる「二十世紀社会主義」（「生産手段の社会的所有」を基礎とした「計画経済」）との関係

<a>「綱領草案」における、「ドイツ民主共和国の社会主義」の経験の評価

「経済上の決定権の中央集権化、ならびに国民経済の計画と指導の官僚主義化された形態、さらには広い範囲にわたる企業の自律性の制限は、長期間イノベーションと能力向上を遅らせた。そのためドイツ民主共和国の経済モデルの魅力は低下した。」…「生産手段の社会的所有」を基礎とした「計画経済」の体制には、技術開発・効率的な生産を促進できないという欠陥があった、とみているといえるだろう。

<b>「生産手段の社会的所有制を基礎とする限り、効率的な生産を達成することは不可能なのか」、社会における各種の財の生産量編成を、「中央からの計画指令」によってではなく、「市場機構」を利用し企業（生産単位）に自律性を与えることによって行えば、効率的生産は可能とならないか、いわゆる「市場社会主義」（生産手段の社会的所有と市場経済の結合）の可能性はないのかは、一つの論点となるだろう。

　その点についての我々の質問、「1980年代のハンガリーでは、『社会的所有』と『市場経済』とを結合させようとしたが、改革途中で私有化の道を歩んでしまった。社会的所有と市場経済の結合は不可能と考えるか。」に対し、
財団側の答えは、「この問題は議論の中核にあり、難しい問題だが、結合は、社会主義を進めていく上でほとんど不可能であろう。」だった。この点に関連して、中国の国有企業改革の評価（株式会社化し、株式を国家所有とする等）についても議論したかったができなかった。

<c>「二十世紀社会主義」には欠陥があり、「市場社会主義」も不可能だとすると、「綱領草案」における所有制の構想は、1980年頃までの英・独・仏・スウェーデンなどの社会民主主義政党が主張したもの・実行したもの‐特定の部門（基幹産業、自然独占、公共財など）についての公有、一つの部門内での公企業と私企業の並存等‐と同様のものになるのかもしれない。

ただし、「綱領草案」では「共同決定」を主張・強調しており、所有の「法的」関係は「混合経済」的であっても、「資本の支配」を実質的に弱化・制御することを考えていると思われる。

＊「機能的社会化論」…「機能的社会化の理論は、生産手段や財産の所有権が、使用権、収益権、処分権などのいくつかの権利ないし機能から構成されるという考えに立っている。…所有権の社会化の目指す目的を実質上達成するためには、所有権そのものを社会化しないでも、その諸機能を漸進的に社会化していけばよいと考える。」グンナー・アドラー＝カールソン『機能的社会主義』P.219　 
<＊>社会的所有、公的所有の目的の整理
(1)マルクス……労働力の商品化廃止、搾取の廃絶、労働疎外の克服、経済民主主義の実現、無政府性の除去（景気変動、競争の浪費、投資の管理）、利潤のためにではなく、消費者の必要に応じた財の生産
(2)厚生経済学で指摘する「市場の失敗」への対応……自然独占（市場の需要が単一の企業によって満たされ、第二の企業が参入する余地のない場合に成立する独占）、公共財、資本主義では採算が合わない部門（巨額の資本投資が必要、長い懐妊期間、リスクが大）

(3)その他……国家に収益、衰退産業・赤字産業の救済、雇用維持、産業振興

<＊>20世紀社会主義経済の問題点

(1)ユーゴスラヴィア経済の問題点

①ユーゴスラヴィア経済の特徴は、自主管理と協議による計画（後者は、1983年前後に廃止）

②自主管理の問題点　ⅰ.経営決定が、個人所得の増加を重視（所得額、投資額増大の傾向→需要の膨張→インフレ）、ⅱ.調整の困難、時間の浪費、ⅲ.決定責任の曖昧化（決定は労働者集団、実行は企業長という仕組み）

③協議による計画の問題点…非競争的。調整の困難。

④社会主義経済一般に特徴的な問題点として、経営の救済（→需要の膨張、非効率的生産）、政治勢力の介入（→非効率的な生産）
(2)1980年代ハンガリー経済の問題点

①1968年改革の内容

市場経済の仕組みを取り入れるが（市場での財の売買、需給による価格決定、利潤を目的とする企業行動等）、生産手段は社会的所有であり、政府による経済の誘導・介入は行う。

ⅰ.指令による生産・配分の原則的廃止、ⅱ.利潤動機による企業活動、ⅲ/価格の自由化、ⅳ.貿易については若干の自由化、ⅴ.国内価格と国際価格の結合、ⅵ.投資の自主的決定・収益基準による決定、ⅶ.指令でなく経済的手段での誘導

②1968年改革の限界

ⅰ.生産への行政機関の介入（十分な利潤の得られない財の供給を要求、行政機関の価格規制、輸出入の割り当て・補助金、投資への行政機関・銀行の介入〈収益性ではなく、国民経済的利益を基準〉、個々の企業に対する個別的な誘導・規制〈税、補助金、融資等によって〉）★価格メカニズム、競争の不十分さ→利潤を得られない財の供給要求

ⅱ.売り手市場　①政府による救済があるので、自企業の支払い能力以上の購入、②政府の、経済拡大のための過大な投資

ⅲ．不十分な競争（国内市場の狭さ、国際市場はコメコンが主）

③1980年代後半の改革論争

資金・資本・労働力市場の欠如・不十分さ、社会的所有の欠陥が議論の対象になった。

(3)「効率的であるためには、私的所有になるしかない」－市場社会主義否定の見解の例

①コルナイ『資本主義への大転換』
「国有単位があたかも私的所有の単位であるかのように振る舞い、市場志向の主体であるかように自発的に行動すると期待するのは、無駄なことである。この無益な希望を永久に捨て去るべきときである。」P.48

「資源の効果的な利用を恒久的に保証する十分なインセンティブを与えるのは、私的所有権のみである。」P.78

②コルナイ、ラスキ『マルクスから市場へ』
「国有企業に私企業の行動を模倣させたり、あるいは所有者となることなしに個人として企業家として行動するようにさせる、途方にくれるほど複雑な方式を考案する利益というものは、実際にはどこにあるのか？」P.227

③佐藤経明『マルクスから市場へ　解説』
「公的所有である限り、いかに私的所有のシュミレーションを行っても、『主人公』としての国家と、『代理人』としての企業経営陣の関係は存続し、突き詰めたところでは私的資本家と同程度の企業家精神の発揮は疑わしい。」P.270
(4)現在の中国の所有制
①重要産業等については、国有とし、その他は民営化を進める
〈ⅰ〉国有・集団所有の占める割合

工業企業（一定規模以上）の利潤総額において、国有・集団所有が占める割合は、外国資本との共同出資を含めないでも、半分弱となる。私営企業が占める割合は27.2％である（2008年）。

表11　企業の所有形態と利潤総額（営業業務収入年500万元以上の企業、2008年）『中国統計年鑑』等
A．国内企業　73.0％

　〈1〉国有企業（有限・株式会社でない）8.3

　〈2〉集団企業〈農村、都市における集団所有〉2.0

　〈3〉株式協力企業〈株式による従業員集団所有〉0.6

　〈4〉聯営企業〈2つ以上の企業法人・事業単位法人の共同出資〉0.2

　　　国有聯営企業、集団聯営企業、国有と集団聯営企業、その他の聯営企業
　〈5〉有限責任公司（有限責任会社）23.6

　　　国有独資公司（国家の単独投資）3.8、その他の有限責任公司19.8

　〈6〉株式有限公司（株式会社）　　10.8

　〈7〉私営企業　　　　　　　　　　27.2

　　　私営独資企業、私営パートナー企業、私営有限責任公司、私営株式有限公司

　〈8〉その他の企業　　　　　0.3

Ｂ．香港、マカオ、台湾投資企業　9.7

合弁経営企業、協力経営企業、独資経営企業、投資株式有限公司

　＊合弁と協力経営との違い…後者は、資金以外の出資（実物・土地使用権・工業財産権等）も入る。

Ｃ．外商投資企業　17.2

　中外合弁経営企業、中外協力経営企業、外資企業、外商投資株式有限公司

｛＊公司→会社、合資→合弁、合作→協力｝

〈ⅱ〉重要産業とは

〈1〉国家の安全に関わる産業、貨幣の鋳造、国家の戦略的備蓄システム（食糧、エネルギー等）

〈2〉自然独占、寡占産業　郵政、電気通信、電力、鉄道、航空など　＊電気通信などは、民間資本を締め出すわけではない。

〈3〉重要な公共財　水道、ガス、公共交通、港、空港，水利施設など（民間を排除するわけではない）

〈4〉基幹産業となるハイテク産業　石油採掘、鉄鋼、自動車、電子

②会社制度を通した国有企業の管理・運営
…国有資産管理委員会（2003年設立）
ⅰ出資者として、権益を守ること、ⅱ出資先の企業の改革、リストラを指導推進、ⅲ監事会を派遣、ⅳ企業の責任者の任免審査、賞罰、ⅴ統計、会計監察を通じて企業の資産の価値維持増加を監視管理

＊政府の介入の仕方－人事、業績評価、株主総会、非公式ルート（政府、企業内の党組織を通して）。（関与の内容は不明、投資決定への関与？）。

[5]「これからの社会主義」を考えるうえで「市場社会主義」が構想できるかどうかは、マルクス主義社会主義論にとって大きな論点の一つだろう。

Ⅶ．「社会民主主義的枠組み」－基本的価値の持続的追求－について

[1]綱領の例
<a>左翼党綱領草案　基本的価値の追求。3つの基本理念。「われわれは、不平等と拡張と競争に依存する資本主義がこれらの目標（基本的価値の実現－引用者）と相容れないがゆえに、システム転換のために闘う。」

<b>ＳＰＤ、「バード・ゴーデスベルグ綱領」1959.11.15

「党は、この基本価値を精神とする一つの生活秩序を追求する。社会主義は永遠の課題である。」

<c>社会主義インターナショナル、「ストックホルム宣言」（社会主義インターナショナル基本宣言）1989.6

▪「Ⅱ原理12民主的社会主義は、自由、社会的公正、そして連帯のための国際的運動である。……これらの基本的価値……」

「19民主的社会主義は、社会と経済の民主化と社会的公正を拡大していく持続的過程である」

<d>日本社会党『日本における社会主義への道』1964.12、1966.1修正補強

「一　社会主義革命の必然性(1)　…今や資本主義体制は、世界史的に見てその歴史的生命を終わり、社会主義体制にその席を譲らざるを得ない段階にきている」

「三　社会党の任務　…われわれは『民主社会主義者』のように、改良や進歩を積み重ねていけば、やがて資本主義が自動的に社会主義に変わるであろうなどと空想しているのではない。……議会の内外において民主的多数派を獲得し、議会を通じてすべての権力をわれわれの手に握らなければならないだろう。その過程で社会党政権の段階から安定した社会主義政権に移行する。」

<e>「社会主義協会の提言」1978.2.19
「第一章第一節一　20世紀の主な特徴は、人類が社会主義革命の時代に生きているということである。資本主義が発達させた物質的生産力は、資本主義そのものの社会体制を破壊し、あたらしい時代を出現させることなくしては、みずからを解放しえなくなった。」

<f>社会民主党（日本）、「社会民主党宣言」2006.2

「Ⅱ３　私たちは、社会のあらゆる領域で民主主義を拡大し、『平和・自由・平等・共生』という理念を具体化する不断の改革運動を社会民主主義と位置づけます。」

<f>日本共産党綱領2004.1.17

「四、民主主義革命と民主連合政府

（一一）現在、日本社会が必要としている変革は、社会主義革命ではなく、異常な対米従属と大企業・財界の横暴な支配の打破－日本の真の独立の確保と政治・経済・社会の民主主義的な改革の実現を内容とする民主主義革命である。それらは、資本主義の枠内で可能な民主的改革であるが、……」

「五、社会主義・共産主義の社会をめざして
（一五）日本の社会発展の次の段階では、資本主義を乗り越え、社会主義・共産主義の社会への前進をはかる社会主義的変革が課題となる。……社会主義的変革の中心は、主要な生産手段の所有・管理・運営を社会の手に移す生産手段の社会化である。

（一六）社会主義的変革は、短期間に一挙におこなわれるものではなく、国民の合意のもと、一歩一歩の段階的な前進を必要とする長期の過程である。……

(2)市場経済を通じて社会主義に進むことは、日本の条件にかなった社会主義の法則的な発展方向である。社会主義的改革の推進にあたっては、計画性と市場経済とを結合させた弾力的で効率的な経済運営、農漁業・中小商工業など私的な発意の尊重などの努力と探求が必要である。

（一七）社会主義・共産主義への前進の方向を探求することは、日本だけの問題ではない。」

★国家権力そのものが不必要になる社会についても記述。「計画性と市場経済の結合」は、社会主義ではないのか、さらに進んだ社会主義・共産主義をめざすのか？

[2] 「基本的価値の持続的追求」の持つ意味

<a>変革は、歴史的必然・法則によって実現するのではなく、人間の意識的な追求による。「非」「唯物史観・階級闘争史観」
<b>基本的価値を実現する改革は、いろいろな形で存在し、時代、地域によっても違うという認識（マルクス主義的社会主義の「相対化」）　＊基本的価値自体は所有関係のあり方を「具体的に」規定するわけではないから、「資本主義的所有関係の変革」は「明確な」目標とはならない。

<c>「持続的追及」は、「革命」（プロレタリアによる権力奪取。一挙の社会変革）の曖昧化あるいは否定になりうる。

<d>暴力革命ではなく、議会制民主主義のもとで改革を行なうから、長期的な過程になる。

<e>漸進的な改革が更なる改革のステップになる。

<f>どんな改革だろうと、基本的価値を何らかの形で実現するのだから、達成する価値・意義がある。少しずつでも改革が進んでいけばよい。（権力を握らずにできる改革、資本の抵抗の少ない改革、少しでもよくなる改革にも意義を認める。）…資本主義の破滅的危機は来ない。権力を握れそうもない。権力を握らずとも、可能なら多少の改善でも、した方が良い。資本主義の変革を（特に）望んでいない。

[3]「社会主義協会」研究者の見解

<a>山川均の見解　『社会主義への道』1963.7　第5講社会主義政党の綱領　

(1)唯物史観に基づく綱領

「科学的社会主義はなによりもまず第一に、人間社会の進化発展は必然的な一定の法則にしたがって行われるものだという認識のうえにたつものである。」P.150

「『わが党は社会主義社会の実現を期す』といったような規定は、その政党の願望を言いあらわしたものとしては、たしかに真実にちがいないにしても、社会主義政党の綱領とはなりえないのです。なぜならば、それはたんなる願いごとであって、社会的発展の必然性にもとづいて、党の行動を規定したものではないからであります。」P.149

(2)社会主義政党の綱領の３つの部分　

「社会主義政党の綱領には、(1)資本主義社会から社会主義社会への発展は、どのような一般的な法則によって行われるかについての党の見解（これが社会主義政党のいっさいの行動の割り出される基本的な理論）、(2)この理論をわが国の特殊な条件へ具体的に適用したもの（これが現在から社会主義政権の確立にいたる全時期をつうじての、社会主義政党の行動の基準となるもの）、(3)この基準にしたがって、現在の時期における行動の目標と基準を定めたもの（当面の諸政策と運動方針）P.156－7

<b>近江谷左馬之介、篠藤光行編著『社会民主主義を考える』

社会民主主義は、価値の実現を目指すが、階級社会の廃止・生産手段の社会的所有・計画経済を目指さない。過程社会主義。社会の質的転換の否定（革命の否定）。非・階級国家論（民主主義国家論）。

<c>山藤彰『体系国家独占資本主義』第8巻第3節構造改革論批判

社会的変革の客観的主観的条件を無視。なしくずし革命論、改良主義、国家を超階級的な機関と認識、権力獲得以前に資本主義が絶対受け入れることのできない原理＝直接民主主義なるものを、資本主義の胎内で徐々に生産できるなどという、資本主義の構造と運動法則に対する完全なる無知。

[4]「長期的な過程」についての、財団の見解
「長期的な過程となる理由の一つは、資本主義の延命する力が強いという、歴史的経験である。二つには、変革は段階的に行われるとし、その理由として、大衆の意識は一気には変わらない、構造的な変化は短期には行えない、法的な所有関係の変革は短期でできるが、所有関係の実体化は長期になる、種々の改革が段階的に行われる、変革の過程でいろいろな問題が起きる、変革の前進や後退がある」

[5] 私見
<a>社会の現実・歴史についての分析をもとに、社会変革の内容・方法を基礎づけるという構え方は、正しいだろう。社会の現実・歴史の分析の仕方として、「唯物史観」－生産諸関係の総体、経済的生産諸条件、社会の経済的構造を基底的なものとして捉えるという意味での－も、正しいだろう。しかし、ソ連・東欧の中央指令型計画経済の破綻、市場経済や私的所有の効率性、資源・環境問題による生産力上昇に対する制約等を考えたとき、マルクスやエンゲルスが述べたような社会主義社会への変革について、「修正」が必要とされることもでてきているのではないだろうか。
＊マルクス『資本論』第1巻、第24章いわゆる本源的蓄積、第7節資本主義的蓄積の歴史的傾向Ｓ．790－1

「…大資本家の数が絶えず減ってゆくのにつれて、貧困抑圧、隷属、堕落、搾取はますます増大してゆくが、しかしまた、…訓練され結合され組織される労働者階級の反抗も増大してゆく。資本独占は、それとともに開花しそれのもとで開花したこの生産様式の桎梏となる。生産手段の集中も労働の社会化も、それがその資本主義的な外皮とは調和できなくなる一点に到達する。そこで外皮は爆破される。資本主義的私有の最期を告げる鐘が鳴る。収奪者が収奪される。…資本主義的生産は、一つの自然過程の必然性をもって、それ自身の否定を生み出す。」
＊エンゲルス『空想から科学へ』国民文庫
▪「社会的生産と資本主義的取得とのあいだの矛盾」P.93、「社会的生産物が個別的な資本家によって取得される。これは根本的な矛盾であり」P.113
▪「力づよく成長してゆく生産力が、……この生産力を社会的生産力として取り扱うことを、ますます強要する」P.102－3

▪「資本主義的生産様式は、ますます人口の大多数をプロレタリアに転化させることによって、破滅を賭してこの変革をなしとげることを強要されている勢力をつくりだす。」P.107
▪「プロレタリア革命－諸矛盾の解決。プロレタリアートは公的権力を掌握し、…社会的生産手段を公共の財産に転化する。…これからは、あらかじめ決定された計画による社会的生産が可能になる。」P.115

<b>基本的価値の追求と唯物史観とでは、確かに歴史観・社会観は違うが、両者とも「資本主義を批判する論理」となるという点で、相容れないものではない。
<c>「綱領草案」は、社会民主主義的枠組みで述べられているが、「資本の支配の克服」、「所有関係の変革」を随所で述べており、「資本主義的所有関係の変革」（その変革のための権力の獲得）を目指している。

＊「今日支配的な所有権、使用権および権力のあり方の根本的変革を目指す」、「社会変革の決定的に重要な問題は所有制問題である」（綱領草案）
＊「議会内および議会外での政治活動は、左翼党にとって切り離すことができない。選挙と政治闘争の中で、我々はオールタナティブの改革プロジェクトを提唱し、それを遂行するための多数派を獲得しようと思う。」（綱領草案）

<d>「長期的・持続的な追求」は、①資本主義的所有関係の変革を目指しており、②所有関係の変革という目標を実現するためには、「一挙の変革」ではなく「段階的変革」でなければならない「根拠」が明らかにされるならば、「改良主義」とはいえないだろう。＊例えば、労使対等ではない「共同決定」→労使対等の「共同決定」→生産手段の所有権系の法的変更、といった段階的変革の根拠

Ⅷ．最後に
[1]「左翼党綱領草案」では、資本主義社会を変革し、「民主的、福祉的（社会的）、環境保護的な社会」を形成するとしているが、そうした社会・社会主義社会は、基本的価値（倫理的価値）から位置づけるか、唯物史観から位置づけるかはさておき、妥当だろう。

[2]生産手段の所有関係をどうするかについて、混合経済的か、市場社会主義かは、一つの論点である。そしていずれにせよ、「共同決定」の実現の意義（資本の支配の制限、経済的民主主義）を認めるべきだろう。
[3]現代の資本主義の問題－法人税引下げ競争、国際金融の改革、温暖化問題への対応等－に対して、資本の行動を「国際的に規制」する必要がある。それをどのように進めていくべきか大きな問題だろう。各国左翼政党の国際的共闘、国際連合の改革・強化、地域共同体の形成等
[4]環境保護・地球温暖化への対応、高齢化社会のもとでの充実した社会保障、国際的な競争下での労働条件の維持・向上といった変革を進めていくうえで、「雇用」をどう政策的・制度的に保障していけるかが大きな問題だろう。ワーク・シェアリング、ベーシック・インカム、その他
[＊]「機会の平等」を達成する政策－教育の無料化、相続税の強化等－は実現する必要があるのではないか。
PAGE  
6

